■第６期貝塚市障害福祉計画・第２期貝塚市障害児福祉計画（素案）に対するパブリックコメント結果
実施期間 令和３年１月12日（火曜日）から令和３年１月29日（金曜日）

意見提出方法　郵送、ファックス、電子メールまたは直接持参
提出者数・件数　個人１名、２団体から、合計４件の意見を頂きました。
寄せられたご意見についての貝塚市の考え方は以下のとおりです。また、お寄せいただいたご意見については趣旨を損なわない範囲で一部要約している部分があります。
　　　　　　　　　　　　　　
意見１
該当箇所16ページ２-(１)-③自立した生活を送れるまちについて

意見の概要　障害のある人の働く場を提供することの表現として「雇用」を使用しているが、第３次貝塚市障害者計画では、「雇用」と「就労」に区分されているので、第６期貝塚市障害福祉計画における表現も合わすことを提案します。
市の考え方　いただいたご意見を踏まえ、第３次貝塚市障害者計画の目標像３-(２)雇用・就労では、施策・事業を「雇用」と「就労」に区分し表記していますので、それに準じ下記のとおり変更することとします。

（変更前）雇用面においては、貝塚市障害児(者)施設連絡会と貝塚市障害者自立支援協議会の共催による市内作業所の合同説明会の開催や、市職員採用試験における精神障害者保健福祉手帳所持者への受験資格の拡大など雇用の対策に努めました。さらに、「障害者優先調達推進法」（以下「障害者優先調達法」とします。）に基づく市内作業所への庁内業務委託の推進や「まちの駅かいづか」での市内作業所の製品の委託販売を開始するなど雇用の創出を図りました。

（変更後）雇用面においては、市職員採用試験における精神障害者保健福祉手帳所持者への受験資格の拡大により雇用の対策に努めました。また、就労面では、貝塚市障害児(者)施設連絡会と貝塚市障害者自立支援協議会の共催による市内作業所の合同説明会の開催や、「障害者優先調達推進法」（以下「障害者優先調達法」とします。）に基づく市内作業所への庁内業務委託の推進、さらに、「まちの駅かいづか」での市内作業所の製品の委託販売を開始するなど就労機会の創出を図りました。

意見２
該当箇所47-48ページ(２)精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築について

意見の概要　48ページ、成果目標の達成に向けた活動指標の欄外「※地域定着への課題共有を図るため、協議の場を開催する。」とありますが、令和２年度「第１回精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの協議の場」にて、「協議の場は、精神科病院から地域移行した方や、その方の地域定着にとどまらず、現在、地域で生活している精神障害者が地域で安心して生活を継続できる支援体制を関係機関で話し合う場とすべきである」との議論がありました。この議論を受け、※以下を「協議の場では、精神科病院等からの地域移行者の地域定着や、地域で生活する精神障害者の相談や医療の充実に向け、関係機関と支援体制について協議を進める。」への変更を提案します。
市の考え方　いただいたご意見を踏まえ、令和２年度「第１回精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの協議の場」において、今後の協議の方向性を地域定着とその支援体制について協議を進める旨の確認がされているので、それに準じ下記のとおり変更することとします。
（変更前）※地域定着への課題共有を図るため、協議の場を開催する。
（変更後）※「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの協議の場」では、精神科病院等からの地域移行者の地域定着や、地域で生活する精神障害者の相談及び医療等の充実に向けた支援体制について協議を進める。
意見３
該当箇所18、21ページ障害福祉サービス等の見込量、地域生活支援事業の実施状況

意見の概要　各サービスとも令和２年度の実績見込については、新型コロナ禍における増減はあるが、移動支援事業などは緊急事態宣言発令もあって減少が予想されます。移動支援事業は、外出時に何らかのサポートを要する障害者にとっては、社会参加のための重要なサービスであることから、令和２年度の実績見込みの数値だけで計画数値を下げることなく、社会情勢や利用する当事者のニーズに沿いながら計画数値を算出して欲しい。
市の考え方【原案のとおりとします】
ご意見にあります移動支援事業の計画数値は、69ページ「ケ．移動支援事業」で令和３年度から令和５年度における見込量をお示ししています。見込量算出にあたりまして、令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響があることから、令和元年度までの実績の推移を基本に令和３年度以降の見込量を算出しています。

意見４
該当箇所35ページ「福祉サービスを利用して何か不満におもうことはありますか」の回答結果について

意見の概要　様々な項目に関して不満が挙げられているが、18歳未満、18歳以上どちらも「利用回数・時間などに制限がある」という回答が最も多くなっている。この設問が最も多い不満となっているということは、制度を適切に利用できていない人が多くいるということである。担当課としてこの結果を受け止め、障害者児が生活に不要な制限を受けることがない、障害のない人と同様の生活を送ることができることを前提として、本人のニーズに沿ったアセスメントや必要なサービスの提示に努めていただきたい。

市の考え方【原案のとおりとします】
今後も、障害福祉サービス申請時における利用者のニーズの十分な聴き取りや、指定特定相談支援事業所との連携強化を図り、引続き適正なサービス量の決定を行ってまいります。
